
環境影響評価法の一部を改正する法律の概要について 

１．改正の趣旨 
環境影響評価法（平成９年制定）（以下「法」という。）の施行以降、法に基づく

環境影響評価手続の適用実績は着実に積み重ねられ、環境保全に配慮した事業の実施

を確保する機能を果たしてきた。法附則第７条では、「政府は、この法律の施行後十

年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に

基づいて必要な措置を講ずるものとする」こととされている。 

法の完全施行から10 年を迎え、法の施行を通じて浮かび上がった課題や、生物多様

性の保全、地球温暖化対策の推進、地方分権の推進、行政手続のオンライン化等の社

会情勢の変化に対応するため、「環境影響評価法の一部を改正する法律案」を国会に

提出し、平成23 年4 月に成立・公布されたものである。 

 

２．改正法の概要 

（１）交付金事業を対象事業に追加 

補助金を交付金化する取組が進められていることを踏まえ、交付金の交付対象事

業についても法対象事業とする。（政令改正による風力発電所の追加） 

 

（２）計画段階配慮書の手続の新設 

事業の早期段階における環境配慮を図るため、第一種事業を実施しようとする者

は、事業の位置、規模等を選定するにあたり環境の保全のために配慮すべき事項に

ついて検討を行い、計画段階配慮書を作成することを義務化する。 

 

（３）方法書における説明会の開催の義務化 

法施行後に作成されている方法書の実態として、図書紙数の分量が多く、内容も

専門的なものとなっていること等を踏まえ、事業者による方法書段階における説明

会の実施を義務化する。 

 

（４）電子縦覧の義務化 

電子化の進展を踏まえ、インターネットの利用等による環境影響評価図書の電子

縦覧を義務化する。 

 

（５）評価項目等の選定段階における環境大臣意見の技術的助言を規定 

現行制度において環境大臣意見は評価書の段階でのみ述べられることとなってい

るが、評価項目等の選定段階においても、環境大臣が主務大臣に対し技術的見地か

ら意見を述べることができるものとする。 
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（６）政令で定める市から事業者への直接の意見提出 

現行制度においては都道府県知事が関係市町村長の意見を集約したうえで事業者

に対して意見を述べる仕組みとなっている。地方分権の進展等を踏まえ、事業の影

響が単独の政令で定める市の区域内のみに収まると考えられる場合は、当該市の長

から直接事業者に意見を述べるものとする。 

 

（７）環境保全措置等の公表等の手続の具体化 

事業着手後の環境保全措置等の実施状況を明らかにすることは、環境影響評価後 

の環境配慮の充実に資するものであることから、評価書の公告を行った事業者に対

して、環境保全措置等の実施状況についての公表等を義務化する。 

 

３．施行期日 

公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日とする。 

ただし、２．（１）及び（３）から（６）については公布の日から起算して１年 

を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 


